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想定される取組の例

想定例１：新技術・新輪作体系の導入・普及による収益向上想定例１：新技術 新輪作体系の導入 普及による収益向上

裏作野菜の導入により収益力を
大幅に向上させた新しい水田農業

生産技術力強化＋リース事業

野菜の栽培技術の実証・普及 等

大幅に向上させた新しい水田農業
の輪作体系を短期間で産地全体に
普及

野菜等の周年栽培を可能とする高温抑制型温室等のモデル性
のある園芸用施設を導入

想定例２：低コスト生産に向けた機械化栽培体系の導入
高度かつモデル的な農業技術等の導入

国産品が苦戦している加工用ほ
うれんそうおいて、作業時間の約
９０％を占めている収穫作業の効
率化を図るための機械化栽培体系

・ 手作業と比べて約１０倍の高能率化を実現する加工用ほ
うれんそう収穫機を導入

・ 草丈を伸ばし茎葉重を確保する多収栽培技術を導入
・ 大規模栽培に対応するため 同時播種マルチャーの導入

想定例３ 新品種の導入と併せた販路開拓等の取組

率化を図るための機械化栽培体系
を導入

・ 大規模栽培に対応するため、同時播種マルチャーの導入
により、雑草の混入を防止

想定例３：新品種の導入と併せた販路開拓等の取組

これまで産地では導入されてい
ない新品種を導入するとともに

新品種に関する研修、栽培技術の実証 等

生産技術力強化＋効果を促進する取組

ない新品種を導入するとともに、
販路開拓等に向けた調査や検討を
実施

１

高付加価値化に向けた試作品の開発、販売戦略の検討 等



事業の特徴

１ 産地における事業対象品目の収益力の向上を支援します。

市町村や産地の農業関係者等で産地収益力向上協議会（産地協議会）を設立し、

事業開始年度から４年後の収益力増加目標（成果目標）を設定

国は、成果目標の達成に向けた生産技術力を強化する取組を促進し、産地自ら

策定する収益力向上プログラムの実現に向けた意欲的な取組を支援

２ 普及指導員等を中核とした技術導入支援チームによる産地のサポートを

促進します。

普及指導員等を中核とした研究者、民間企業等多様な外部専門家による

技術導入支援チームを設置するための取組を支援技 援 援

２



事業の特徴

３ 目標達成に必要な推進事業やリース方式による農業機械等の導入を一体的

に支援します。

生産技術力を強化するための取組など（推進事業）を必須として、産地の収

益力を向上させるために必要なリース方式による農業機械等の導入（リース

事業）を支援

一 体 的 に支援

生産技術力の強化など

推進事業（必須）

２年目

３年目
農業機械等の導入

リース事業

推進事業
1年目

リース事業

３

推進事業

３年間以内

リース事業

３年間のうちいずれか1年のみ支援



産 地 と は

一定の地理的まとまりの中で、共同で集出荷等を行っている、５戸以上の農家の集まり一定の地理的まとまりの中で、共同で集出荷等を行っている、５戸以上の農家の集まり

野菜Ａ（事業対象品目）の産地とは（例）

一定の地理的まとまりの中で、共同で集出荷等を行っている場合は集落等の地理的な境界にかかわらず、５戸
以上の農家の集まりを『産地』として、本事業に取り組むことが可能です。

Ｃ農家
集落

野菜Ａ（事業対象品目）の産地とは（例）

稲,麦

野菜A
Ａ農家

麦

野菜A Ｄ農家

Ｂ農家

稲

Ｄ農家

稲,麦

野菜A

Ｅ農家稲

野菜A

Ｅ農家

稲

野菜A

上記の場合は、野菜Ａの収益力向上プログラムを作成し、本事業に取り組んでいただくことが可能です。

なお 『産地』の農業産出額については ５戸の農家が作付する野菜Ａの産出額が対象となりますなお、『産地』の農業産出額については、５戸の農家が作付する野菜Ａの産出額が対象となります。

４



事業の仕組み、要件、手続き等

産 地 収 益 力 向 上 協 議 会

産 地 協 議 会 の 構 成

農業関係機関等

農協、農業共済、生産者団
体等

その他関係者

卸売市場、食品業者、流通

業者 消費者団体 試験研

市 町 村
産地がまたがる場合は
すべての市町村 体等

一つ以上 必 須
業者、消費者団体、試験研

究機関等 必要と認める場合

す ての市町村

必 須

産 地 協 議 会 の 要 件

・受益農家及び事業参加農家が５戸以上あること
意志決定の方法 事務及び会計の処理方法 内部監査の方法等を明確にした産地協議会の運営に係・意志決定の方法、事務及び会計の処理方法、内部監査の方法等を明確にした産地協議会の運営に係
る規約が定められていること

・取組の効果を最大限発揮させるため普及指導員等による技術導入支援チームを設置すること、また
は同様の効果を発揮しうる体制が整備されていること等

５



事業の仕組み、要件、手続き等

プログラムの主な内容

産 地 収 益 力 向 上 プ ロ グ ラ ム の 策 定

・ 構成員、目標年度、対象品目、事業費の見込み

・ 生産振興方針

プ グラムの主な内容

・ 生産振興方針

・ 成果目標（収益力の向上目標）

事業費・ 事業費

・ 事業の実施方針

構成員ごとの取組 連携体制・ 構成員ごとの取組、連携体制

・ 年度別活動計画

自 評価体制・ 自己評価体制

・ 農業産出額の算出方法

６

添付 産地協議会の規約 等



事業の仕組み、要件、手続き等

産地協議会は事業開始年度の４年後における事業対象品目の収益力向上の目標を設定

成 果 目 標 の 設 定

事 業 開 始 年 度
か ら ４ 年 後 の

※達成されていない場合
は、翌年度も産地自らのか ら ４ 年 後 の

成 果 目 標 達 成

補助対象期間の後も目標年度における成果
(４年目)

力で取り組んでいただき
ます。

補助対象期間の後も目標年度における成果
目標の達成に向けて、産地自らの力で取り
組んでいただきます。

成果目標の達成に
向けた取組実施

１年目～３年目

産地収益力増加に
向けた取組実施

推進事業の取組について国が最大３年間支援します。
リース事業は３年間のうち１年のみ支援します。
※２、３年目にリース事業を実施する場合には、成果目標及び総事業費を上方修
正した上で、新規地区と比較し、予算の範囲内で承認します。

１年目当初
国は、事業対象品目の農業産出額の増加目標の増加率が５％を超え

ている又は生産コストの縮減目標の縮減率が５％を超えているプログ

基準年：１００%

成果目標の設定 ラムのうち、収益力の向上目標を総事業費で除した指数の高い産地協
議会から順番に、予算の範囲内で採択します。

７



事業の仕組み、要件、手続き等

推 進 事 業推 進 事 業

追加的な取組（任意）
基幹的な取組

生 産 技 術 力 を 強 化 す る た め

の 取 組

農 業 生 産 工 程 管 理 体 制
の 構 築 に 関 す る 取 組

同
時

効 果 を 促 進 す る た め の 取 組本 事 業 の 実 施 に 係 る 検 討

必 須 ！ 任 意
時
に
実
施
すす
る
こ
と
も

高 度 か つ モ デ ル 的 な 農 業 技 術 等 の 導 入 に 関 す る 取 組

も
可
能

基幹的な取組

８

高 度 か つ モ デ ル 的 な 農 業 技 術 等 の 導 入 に 関 す る 取 組



事業の仕組み、要件、手続き等

国は 産地協議会が実施する成果目標の達成に向けた推進活動を最大３年間支援国は、産地協議会が実施する成果目標の達成に向けた推進活動を最大３年間支援

基幹的な取組

生 産 技 術 力 を 強 化 す る た め の 取 組 （ 補 助 率 ： １ ／２）生 産 技 術 力 を 強 化 す る め 取 組 （ 補 助 率 ／ ）

これまで産地では作付されていなかった優良な新品種・新技術の導入、

農業機械の改良、栽培方法の統一化など産地の生産技術力を強化する取組

を実施し、産品の品質向上や生産コストの縮減を図る。

高度かつモデル的な農業技術等の導入に関する取組（定額）

・露地野菜向け部分施肥技術 ・いちごクラウン温度制御技術

落葉果樹 溶液受粉技術 ばれ し 省力 高品質生産技術・落葉果樹の溶液受粉技術 ・ばれいしょの省力・高品質生産技術

・発酵リキッドフィーディング技術

・高度環境制御栽培施設関連技術 など

９
積 極 的 に 取 り 組 ん で 下 さ い ！



事業の仕組み、要件、手続き等

本事業を実施する上で必須の検討 基 幹 的 な 取 組 に 併 せ て 実 施 可 能

効果を促進するための取組
（１／２）

本事業の実施に関する検討
（１／２）

本事業を実施する上で必須の検討 基 幹 的 な 取 組 に 併 せ て 実 施 可 能

（１／２）
・ 新技術等により生産された農畜

産物の販路確保等に向けた取組

・ 新技術等の担い手となる人材の

育成確保等の取組 等を実施

（１／２）
・ プログラムの内容や事業実施計

画の妥当性

・ 産地収益力の向上に資する地域

資源の活用状況 育成確保等の取組 等を実施資源の活用状況

・ 農業産出額の動向 等を検討

生産技術力を強化するための取組を実施

農業生産工程管理体制の構築に関する取組

した上で追加的に実施可能

技術導入支援チームによる取組

・調査検討（１／２） ・導入効果検証（定額）

収益力向上プログラムの策定から実行に対して、生産現場の豊富な知識を有する
普及指導員等のほか、新たに開発された品種、機械、栽培方法、加工方法等の多

普及指導員等は技術導入支援チームの取組をコーディネートします。

10
※農林水産省の他の事業で支援を受けている取組や、生産者の所得確保を直接支援する取組は本事業の支援の対象となりません。

普及指導員等のほか、新たに開発された品種、機械、栽培方法、加工方法等の多
様な外部専門家が一体となった産地の支援体制を構築



事業の仕組み、要件、手続き等

リ ー ス 事 業 ※ 産 地 活 性 化 総 合 対 策 事 業 の う ち

国は、産地において成果目標の達成に必要な機械・施設等のリース方式による

リ ー ス 事 業 ※ 産 地 活 性 化 総 合 対 策 事 業 の う ち

農 畜 産 業 機 械 等 リ ー ス 支 援 事 業 （ 産 地 活 性 化 型 ）

導入を支援します。

対象機械

生産コストの縮減又は品質の向上に資する農業機械生産コストの縮減又は品質の向上に資する農業機械

（※）ただし、次の機械は対象外とする。

①トラクター、田植機、自脱型コンバイン 等

②施設に付随する機械（乾燥機、調製機、選別機など）

③物件価格が１台100万円に満たない少額の機械

対象施設

生産性や品質の向上等により産地の収益力向上に資する園芸用施設

①周年栽培高温抑制型温室

35 ／ 以上の風速若しくは30k ／㎡以上の積雪荷重に耐える強度を有し 換気装置等35m／s以上の風速若しくは30kg／㎡以上の積雪荷重に耐える強度を有し、換気装置等

を備えることにより、周年栽培が可能な温室

②高度環境制御栽培施設

50 ／ 以上の風速若しくは50k ／㎡以上の積雪荷重に耐える強度を有し 高度な環境

11

50m／s以上の風速若しくは50kg／㎡以上の積雪荷重に耐える強度を有し、高度な環境

制御を行うことにより、野菜や花き等の周年・計画生産が可能な太陽光利用型又は完全人

工光型のシステム本体及びシステムを収容する施設



事業の仕組み、要件、手続き等

リ ス 事 業 の 流 れ

生 産 局 長

リ ー ス 事 業 の 流 れ

地 方 農 政 局 長 等

④ 意見③ 意見伺い

⑤ リース事業
計画の承認

⑥ 交付申請 ⑦ 交付決定

地 域 セ ン タ ー地 域 セ ン タ

② リース事業
計画の提出

産 地 収 益 力 向 上 協 議 会

⑪ リ ス物件の納品

⑨ 機械施設の利用者
と協議の上、決定

⑧ 入札の実施・決定

機械納入業者リース事業者

⑪ リース物件の納品

機械施設利用者の
要望に応じてリー
ス事業者に支払う
事も可

① プログラム実現
のための機械施設
リース計画の提出

⑬ 助成金請求

⑭ 助成金支払

機 械 施 設 の 利 用 者

事も可。
⑫ 機械導入 ⑬ 助成金請求

⑩ 契約締結

12



事業の仕組み、要件、手続き等

平成２５年度当初予算額 ２，２７１百万円の内数支 援 の 仕 組 み

産地収益力向上協議会が、産地収益力向上プログラムに基づき国から交付された補助金を

活用して取組を行います。

国

助成金の交付
国は 事業対象品目の農業産出額の増加目標の

ただし、
協議会を構成する農業者の過半が人・農地プラ

国は、事業対象品目の農業産出額の増加目標の
増加率が５％を超えている又は生産コストの縮
減目標の縮減率が５％を超えているプログラム
のうち、収益力の向上目標を総事業費で除した
指数の高い協議会から順番に採択

ンの「中心経営体」である場合又は事業の受益
地区の一部もしくは全部で人・農地プランが作
成されている協議会のプログラムを優先的に承
認し、なお予算に残余がある場合に限り、その
他の協議会のプログラムを承認します。

産地収益力向上協議会

事 業 の 実 施

リース事業推進事業

13

上限 規定なし

下限 事業費 100万円

上限リース料助成額

農業機械2,000万円

※特定機械は別途2,000万円

園芸施設 １億円



問い合わせ先

農林水産省 生産局 総務課 生産推進室 企画調整班、事業推進班

問い合わせ先

ＴＥＬ ０３－３５０２－５９４５

ＦＡＸ ０３－３５０２－８５１８


